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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 5,388 59.0 159 ― 136 ― 110 ―

22年3月期第2四半期 3,388 △45.0 △597 ― △586 ― △620 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 2.97 ―

22年3月期第2四半期 △16.64 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 12,205 8,422 69.0 225.99
22年3月期 12,030 8,487 70.5 227.64

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  8,422百万円 22年3月期  8,487百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 2.00 2.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 11,000 38.4 340 ― 310 ― 270 ― 7.24
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(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 38,990,870株 22年3月期  38,990,870株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  1,718,847株 22年3月期  1,708,528株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 37,277,190株 22年3月期2Q  37,310,617株

-2-



  

  

○添付資料の目次

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 …………………………………………………………………………  2

（１）連結経営成績に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  2

（２）連結財政状態に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  3

（３）連結業績予想に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  3

２．その他の情報 ……………………………………………………………………………………………………………  3

（１）重要な子会社の異動の概要 ………………………………………………………………………………………  3

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 ……………………………………………………………………  3

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 ……………………………………………………………  3

３．四半期連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………  4

（１）四半期連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………  4

（２）四半期連結損益計算書（累計） …………………………………………………………………………………  6

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………  7

（４）継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………………………………………  8

（５）セグメント情報 ……………………………………………………………………………………………………  8

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 ……………………………………………………………  9

-1-



（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、アジア向けを中心とした輸出の増加、生産の持ち直し、企業収益の

改善など、着実に持ち直してきているものの、デフレ状況にあることや失業率が高水準にありました。また、円高

の進行による国内景気の下振れ懸念など、先行き予断を許さない状況で推移してまいりました。 

電線業界における銅電線出荷量は、通信部門や建設・電線販売部門については低調に推移しておりますが、電気

機械や自動車部門の回復が顕著となってきており、前年同期を上回る状況で推移してまいりました。 

当社グループは、当期の黒字化を最優先課題として取り組んでおります。売上高の確保に向けた施策として、新

製品を継続的に市場へ投入することにより売上拡大を図るとともに、市場のニーズにすばやく対応するために、直

販主体の機動的な営業スタイルを強化してまいりました。また、利益改善の面では、生産性の向上、ロス削減、海

外生産委託の活用などに取り組むとともに、人件費の圧縮、諸経費の節減、設備投資の抑制などの施策を実施して

まいりました。 

売上高につきましては、前年度第１四半期を底に落ち込んだ受注は順調に回復してきており、好調なアジア向け

輸出に支えられた国内メーカー向けや海外売上高の増加により、前年同期と比べ1,999百万円増の5,388百万円とな

りました。 

損益につきましては、銅価格の高止まりによるコスト増はあったものの、前年同期と比べ売上高が大幅に増加し

たため、営業損益は前年同期597百万円の損失に対して159百万円の利益、経常損益は為替差損の発生はあったもの

の前年同期586百万円の損失に対して136百万円の利益、四半期純損益は前年同期620百万円の損失に対して110百万

円の利益となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

[電線・ケーブル] 

売上高につきましては、産業用機械および工作機械メーカーのアジア向け輸出が好調であったため、機器用電

線、ワイヤーハーネス、光ケーブルなどが増加しました。また、フレキシブル基板は試作案件の量産化が進み増加

しました。一方、通信用ケーブルは、国内の建設投資抑制の影響により微減となりました。その結果、売上高は前

年同期と比べ1,225百万円増の3,715百万円となりました。 

営業損益につきましては、銅価格の上昇によるコスト増はあったものの、売上高の大幅な増加や変動費比率の低

下などにより、前年同期657百万円の損失に対して42百万円の利益となりました。 

  

[電極線] 

売上高につきましては、国内・海外向け需要の回復や新ブランドの投入により増加するとともに、銅・亜鉛価格

の上昇を受け販売価格が押し上げられたため、前年同期と比べ786百万円増の1,458百万円となりました。 

営業損益につきましては、主として売上高の増加により、前年同期54百万円の損失に対して20百万円の利益とな

りました。 

  

[不動産賃貸]  

売上高につきましては、最近の不動産賃貸価格の下落の影響を受け、前年同期と比べ12百万円減の214百万円と

なりました。 

営業損益につきましては、主として売上高の減少により、前年同期に比べ17百万円減の97百万円の利益となりま

した。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債、純資産の状況 

総資産は12,205百万円となり、前連結会計年度末に比べ175百万円増加しました。 

流動資産は6,762百万円となり、前連結会計年度末に比べ708百万円増加しました。これは主に現金及び預金、

短期資金運用の有価証券や売上高増加にともない受取手形及び売掛金が増加したためであります。 

固定資産は5,442百万円となり、前連結会計年度末に比べ533百万円減少しました。これは主に連結子会社が新

たに増加したため、親会社の投資勘定と子会社の資本勘定などを連結消去したことなどにより減少したためであ

ります。 

負債合計は3,782百万円となり、前連結会計年度末に比べ239百万円増加しました。 

流動負債は2,361百万円となり、前連結会計年度末に比べ174百万円増加しました。これは主に材料などの仕入

高増により支払手形及び買掛金が増加したためであります。 

固定負債は1,420百万円となり、前連結会計年度末に比べ64百万円増加しました。これは主に退職給付引当金

が増加したためであります。 

純資産合計は8,422百万円となり、前連結会計年度末に比べ64百万円減少しました。これは主に株式時価の下

落により、その他有価証券評価差額金が減少したためであります。 

自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.5ポイント低下し69.0％となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは389百万円の収入となりました。これは主に売上債権の増加137百万円、

たな卸資産の増加65百万円による支出があったものの、税金等調整前四半期純利益128百万円、減価償却費254百

万円、仕入債務の増加152百万円などによる収入が上回ったためであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは36百万円の収入となりました。これは主に有形・無形固定資産の取得64

百万円などによる支出があったものの、有価証券の売却100百万円などによる収入が上回ったためであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは3百万円の支出となりました。 

当第２四半期末の現金及び現金同等物は、新規連結会社144百万円を加えた結果、前連結会計年度末に比べ554

百万円増加し2,198百万円となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成23年３月期の通期業績予想につきましては、平成22年10月27日に公表しました予想から変更はありません。

  

（１）重要な子会社の異動の概要  

該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

該当事項はありません。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

該当事項はありません。  

  

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,898,169 1,544,390

受取手形及び売掛金 3,049,200 2,924,846

有価証券 501,324 400,674

商品及び製品 450,015 414,333

仕掛品 379,278 312,280

原材料及び貯蔵品 185,006 130,182

その他 302,103 327,464

貸倒引当金 △2,370 △299

流動資産合計 6,762,727 6,053,873

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,693,338 2,779,028

土地 1,403,252 1,403,252

その他（純額） 639,690 650,035

有形固定資産合計 4,736,281 4,832,316

無形固定資産 210,985 242,440

投資その他の資産   

その他 506,587 916,011

貸倒引当金 △11,088 △14,292

投資その他の資産 495,498 901,718

固定資産合計 5,442,765 5,976,475

資産合計 12,205,493 12,030,349
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,549,075 1,396,809

短期借入金 190,000 190,000

未払法人税等 36,971 32,496

その他 585,589 567,334

流動負債合計 2,361,635 2,186,640

固定負債   

退職給付引当金 998,098 900,903

役員退職慰労引当金 82,264 88,554

その他 340,505 367,134

固定負債合計 1,420,868 1,356,592

負債合計 3,782,504 3,543,232

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,304,793 4,304,793

資本剰余金 3,101,531 3,101,531

利益剰余金 1,475,933 1,444,030

自己株式 △504,584 △503,074

株主資本合計 8,377,673 8,347,281

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 61,115 139,835

為替換算調整勘定 △15,800 －

評価・換算差額等合計 45,314 139,835

純資産合計 8,422,988 8,487,116

負債純資産合計 12,205,493 12,030,349
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 3,388,774 5,388,335

売上原価 3,036,843 4,234,912

売上総利益 351,931 1,153,422

販売費及び一般管理費   

給料手当及び福利費 497,630 477,601

退職給付費用 70,987 71,032

役員退職慰労引当金繰入額 14,415 14,290

その他 365,931 430,978

販売費及び一般管理費合計 948,963 993,903

営業利益又は営業損失（△） △597,032 159,519

営業外収益   

受取利息 4,684 1,679

受取配当金 12,065 12,027

その他 6,096 5,447

営業外収益合計 22,846 19,155

営業外費用   

支払利息 1,959 1,981

為替差損 9,966 40,034

その他 0 49

営業外費用合計 11,925 42,065

経常利益又は経常損失（△） △586,112 136,609

特別利益   

固定資産売却益 730 187

貸倒引当金戻入額 － 4,604

特別利益合計 730 4,791

特別損失   

固定資産処分損 3,174 12,962

投資有価証券評価損 19,851 －

特別損失合計 23,025 12,962

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△608,406 128,438

法人税、住民税及び事業税 9,102 20,836

法人税等調整額 3,394 △3,262

法人税等合計 12,496 17,574

少数株主損益調整前四半期純利益 － 110,864

四半期純利益又は四半期純損失（△） △620,902 110,864
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△608,406 128,438

減価償却費 300,024 254,321

退職給付引当金の増減額（△は減少） 46,382 97,194

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △10,545 △6,289

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △1,133

売上債権の増減額（△は増加） 323,196 △137,322

たな卸資産の増減額（△は増加） 143,637 △65,730

仕入債務の増減額（△は減少） △128,821 152,045

その他 △55,557 △19,904

小計 9,910 401,619

利息及び配当金の受取額 16,823 13,749

利息の支払額 △2,839 △2,653

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 57,603 △23,663

営業活動によるキャッシュ・フロー 81,497 389,051

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の純増減額（△は増加） － 100,222

有形固定資産の取得による支出 △168,146 △56,725

無形固定資産の取得による支出 △74,431 △7,652

その他 9,752 332

投資活動によるキャッシュ・フロー △232,824 36,175

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の純増減額（△は増加） △439 △1,533

配当金の支払額 △1,903 △1,472

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,343 △3,005

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,947 △12,458

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △158,618 409,763

現金及び現金同等物の期首残高 2,364,756 1,644,306

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 144,887

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,206,137 2,198,957
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該当事項はありません。  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．事業区分は、製品系列から２つに区分しております。 

２．各事業の主な製品は以下のとおりであります。 

(1)電線・ケーブル事業 機器用電線、放電加工機用電極線、通信ケーブル、光製品など 

(2)電子部品他事業   フレキシブル基板、ワイヤーハーネス、統合配線システム、テナントなど 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

〔海外売上高〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．国または地域は地理的近接度によって区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域は次のとおりであります。 

(1）米州………アメリカ他 

(2）欧州………ドイツ、トルコ他 

(3）アジア他…中国、韓国他 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
電線・ケーブル

（千円） 
電子部品他
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高  2,171,513  1,217,260  3,388,774  ─  3,388,774

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 ─  ─  ─  ─  ─

計  2,171,513  1,217,260  3,388,774  ─  3,388,774

営業損失（△）  △420,269  △176,763  △597,032  ─  △597,032

  米州 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  195,645  156,022  106,052  457,719

Ⅱ 連結売上高（千円）  ─  ─  ─  3,388,774

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 5.8  4.6  3.1  13.5
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〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、取締役会が経営資源の配分の決定および業績を評価するために定期的に検討を行

う対象となっているものであります。 

当社は、製品・サービス別の製造・販売体制を置き、製品・サービスについて国内および海外の市場に対し

て戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

当社は「電線・ケーブル」、「電極線」、「不動産賃貸」の３つを報告セグメントとしております。 

「電線・ケーブル」の対象製品は、機器用電線、通信用ケーブル、ワイヤーハーネス、フレキシブル基板な

どであります。「電極線」の対象製品は、放電加工機用電極線であります。「不動産賃貸」の対象物件は、本

社・群馬地区などの土地・建物であります。 

  

 ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

 （単位：千円）

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

  

該当事項はありません。  

  

  電線・ケーブル 電極線 不動産賃貸  合計 

売上高 

外部顧客への売上高 

                    

 3,715,547  1,458,515  214,271  5,388,335

セグメント間の内部売上高又は振替高  ―  ―  ―  ―

計  3,715,547  1,458,515  214,271  5,388,335

セグメント利益  42,129  20,176  97,212  159,519

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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